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平成22年度 第8回 大阪府河川整備委員会　議事概要

日　時
：平成２２年１０月１１日（月）9:30～19:30
場　所
：大阪府公館

出席者
：山下委員長、多々納委員、中川委員、中嶋委員、久委員、弘本委員、堀委員、堀野委員

前迫委員、道奥委員、宮本委員、井上都市整備部長他
概　要：　〔以下、○委員　●事務局〕
【新聞報道について】
●掘込部の余裕高に対して、十分な認識はなかった。河川整備委員会の皆様に対して、府民の皆様からの信頼を損なう恐れがあることを謝罪。このようなことがないように河川室で議論していく。通知内容を踏まえて槇尾川について余裕高の審議をお願いしたい。
○重要な情報はきっちりと委員に提供し、全委員が共有すること。誤解をもたれるような、不信感をもたれるようなことは注意願いたい。整備委員会の資料は、出来るだけ早めに、各委員に届けること。

○「ダム（案）を推す一部委員に伝えたが、脱ダム案を出した委員を含め大半の委員に知らせていなかった。」は非常に問題。事前に資料を見られている委員と見ていない委員がいるのも問題。知事の考え方は？
●「一部の委員に伝えた」というのは、整備委員への事前説明のやり取りの中で話題になったものであり、他の委員に別途報告すべきという認識はなかった。
●知事には、取材の内容・問題になったところを報告し、「情報伝達が不十分であった」との指摘を受けたが、「経過も含めて、全て委員会に報告すること」と指示があった。
●また、今回の参考資料８は事前に今回の委員会の進め方を相談する際に、委員長に渡したが、他の委員には渡していない。今後は、各委員にどのように報告するかは、委員長と相談し、誤解のないように委員の皆様に情報提供する。
【槇尾川の治水手法について】

　●「河川改修＋局所改修」案について、前回宿題であった６降雨パターンの降雨による洪水について新たな被害が発生しないこと、余裕高にも問題ないことから、時間雨量６５ミリ対策として評価できる。
　○当面の２０～３０年でどのような治水対策をするか検討する場合、将来の1/100を下ろしていないのであれば、手戻りが生じないかチェックするべき。

　○「河川改修＋局所改修＋堤防補強」案が採用された場合、川の能力を上げることに貢献し、将来、1/100のダムを造る場合でも、足かせにならないので、みんながそういう共通認識をもてば問題ない。
　○「河川改修＋ダム」案と「河川改修＋局所改修」案の否定的な意見については、６降雨パターンによるチェックで余裕高の問題もクリアされたことから、大分解消されてきており、コストが108億円と80億円で、堤防補強を入れると両方ともプラス1億円ででき、経済的内部収益率では逆転が起こることについてどうみるかが議論の焦点となる。

　○今回の６降雨パターンは時間分布が異なるものであるが、空間分布についても考慮しておく必要がある。雨の降り方によっては、ダムの治水効果がない場合があることを認識しておくべき
○「ダム＋河川改修」案の河川改修は６５ミリ対策、「局所改修＋河川改修」案の河川改修は５０ミリ対策となっており、河川改修の整備レベルが異なるため、何か違うものを比較しているように思うので、同等に比較するためには、「ダム＋局所改修」案を治水手法として加えた方がよい。
【堤防補強の効果について】

○「河川改修＋局所改修＋堤防補強」案、「河川改修＋ダム＋堤防補強」案について、堤防補強した部分がどの程度信頼性があるかによる効果の推移がわかる資料として、グラフを作成してもらった。

　○板原橋下流右岸は、Ｈ.Ｗ.Ｌ.以上がコンクリートで固められており、時間雨量８０ミリ降雨のとき水位が１０ｃｍ上がるが、私はこの堤防が洗掘によって破壊するとは思えない。６５ミリを超える超過洪水なので責任論は別として、技術論として破堤する可能性がどの程度あるのか皆さん方に評価してもらいたい。
○超過洪水対策なので余裕高の補強部分が破堤したとしても行政に責任はなく、補償するものではないという考え方もあるかもしれない。しかし、リターンピリオド３０年の外力に耐える施設をどのような方法で実現するかという選択する際に、補強部分が発揮する効果を代替案の比較基準に陽に用いるのであれば、その際に期待した効果が確かに発揮されるかどうかについての責任が整備者側に無いとする考え方が、是認できるものとは思えない。

○水位がＨＷＬ以下なら安全で、ＨＷＬ以上になると破堤するというなら、国から出されている堤防設計指針により、ＨＷＬ以上の堤防の照査を行うべき。

○過去にダムがある河川で、洪水被害の経験があり、ダムを造ったからと言って、決して安全というわけではない。
●従来の大阪府の堤防の設計の考え方は、堤防に必要な性能が確保されるよう定規断面を確保する形状規定方式でやってきている。
●大阪府下の築堤区間（３００ｋｍ）のうち重要度の高い１２０ｋｍ区間については、「中小河川における堤防点検ガイドライン（案）」に基づき、耐浸透性能に対するチェックをしている。

○掘込区間でも、中小河川の急流部では、川の流れによって掘られる可能性があり、余裕高が必要ないという議論はあり得ない。特に、背後地の土地利用が、市街地や、上流部のダム直下のように住家が水際まであるところは、余裕高ゼロではなく、幅を持たせて考えるべき。上流に住民がいなかったら別だが、下流を守るために、上流の方に怖い思いをしていただくというのは、あり得ない。

○掘込区間など、堤防が壊れそうにない、蓋然性が少ないところについては、河道に余裕を持たせないのが、まさに今の河川計画の王道である。下流の有堤区間で堤防が破壊する方が恐ろしいから、上流の掘込区間に余裕を持たせない方がよいというのが、この指針の趣旨である。

○浸透、洗掘に対しては、堤防補強で十分対応できると考えている。溢水、越波に対しては、法裏の補強や、パラペットを整備すれば大丈夫ではないか。堤防補強については、両論併記ではなくきちんと技術的に議論すべき。
○不確実性がある中で、堤防天端補強あるいは裏法の補強、浸透の遮水シートを入れることでは完璧な対策とは言えず、心配である。

○堤防補強の信頼性が１００％ではないということは間違いなく言える。各委員が何％考えるかまで決めるのか。この資料をみて知事が判断するということではないのか。

○堤防補強の効果が期待できないとなると、経済的内部収益率が高いダム案を選択するという議論が起こる可能性があるので言っている。その点も含めて、総合的にこの案にするという合意形成ができるのであれば、堤防の照査は必要ない。

○堤防補強まで入れてオーバーオール（ワンセット）の整備としてみたときに、どうやってそれを計るのかが本質的に重要である。不確実性をどの程度見込むか判断することが必要である。
【環境への影響について】

　○槇尾川の上流渓谷域は、多様な生物層を要しており、府域でも重要な場所であるが、改変したら全くどこにもなくなるというものではない。中下流域の植生は、外来種が多く、上流域ほど貴重種はない。環境負荷の少ないダムとして、透過型、流水型ダムにするという選択肢もあるのでは。
　○環境への負荷、特に環境に対するコストをどう考えるのかが問題である。

　○生態系サービスというのがあるが、今の植物、動物、生物群集の調査をして、算出するのは難しく、調査報告や経年変化で予測するしかない。
　○地域の住民が何を恩恵と感じるかによって治水対策の選択肢はかわる。自然環境を享受することは、ある種、自然からのリスクを背負い、人と自然の共生で凌いでいくということ。

　○環境コストを評価する方法は難しいが、失われる環境への対策費用を算出する身代わり建設費という考え方もあるのでは。

　○水質浄化を金額換算して経済評価することを試したことがあるが、河川と下水道では水質が違うので、とても説明できるようなものではない。環境の問題についてリストアップし、それを回避、最小化するというような手段も考えないと、なかなか環境評価することは難しい。
　○流水型ダムは、土砂を連続させて、上流と下流の連続性をある程度確保できるので良い方法ではあるが、コンクリートダムと同様、掃流力が大分下がるので、どちらも下流へのネガティブインパクトがある。また、ダムだけでなく、河川改修も環境に対して負荷を与える。
　○環境を評価する方法はあるので、参考指標とすることはできるが、治水対策の費用と同等に扱って比較するのは難しく、慎重に扱うべき。
○河川改修もダムも環境負荷がかかる。ダムによる治水は、上流域の多様なネットワークに大きな負荷を与える。上流域の自然環境については、ダム事業があるため十分検討されているが、河川改修であれば環境に負荷が少ないことがわかるデータが少ないので、今後、河川改修の負荷についても調査可能か。

○いかに環境保全していくか、今後しっかりモニタリングするとか住民の方々とやりとりしながら決めていくべき。
【とりまとめ方について】

　○委員の意見が全て一致することはあり得ないし違う意見があってもよい。両論併記にするところをきちんと整理すればよい。各委員が個別に判断して多数決を取るべき。
○きちんと議論がかみ合った状態で煮詰めるべき。
○議論をやり尽くして終わるべき。「ダム＋局所改修」みたいな案も検討して、駄目なら駄目ときちんと理解した上でこの案がいいと自信を持っていいたい。
○各委員から個別に意見を聴取し、とりまとめ案を作成し次回提示する。
【その他】
○治水手法の検討にあたって、災害時のリスク負担は、少なくとも大阪府全体あるいは流域の方々で負担していく覚悟が必要。この点について議論必要。
○河川景観や地域の文化も大切。地域住民が将来どのような河川にしたいかということも判断材料にすべき。
○ここでどういう議論がされているのか次回槇尾川を審議する時、ぜひ知事に出席してもらいたい。

結　論

1 重要な情報については、全委員が共有できるよう対応すること。
2 「河川改修＋局所改修」案について、前回宿題であった６パターンの降雨による洪水について新たな被害が発生しないこと、余裕高にも問題ないことから、時間雨量65ﾐﾘ対策として評価できる。
3 治水手法選定にあたっては、安全を前提に出来る限り環境負荷に配慮すべき。

4 委員長が各委員から個別に意見を聴取し、とりまとめ案を作成し次回提示する。







